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第１４回 国立市介護保険運営協議会 

平成２６年５月１６日（金） 

 

 

【林会長】 

 定刻となりましたので、第１４回国立市介護保険運営協議会を始めたいと思います。 

 まず前回、第１３回の運協の議事録についてですが、何かお気づきの点ございません

でしょうか。特にないようでしたらばこのまま承認ということでよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

【林会長】 

 ありがとうございます。では、そのようにさせていただきます。 

 それでは、次に事務局の紹介で前回の運協で４月の人事異動について事務局から連絡

をしてもらいましたが、欠員補充の済んだ５月の人事異動後に改めて事務局の陣容につ

いて連絡してもらいます。 

 それでは、事務局お願いします。 

【事務局】 

 それでは、今日配付されました資料ナンバー６８をごらんください。平成２６年度高

齢者支援課事務担当者名簿ということで、５月１日付で異動がありましたのでここで文

書として入れさせていただいています。かわったところが、地域包括支援センターの一

番下、中野幹子が介護予防の保健師ということで異動してまいりました。前任の増田保

健師は保健センターに異動となりました。５月１日付は、その１名の異動となっており

ます。 

 一応、皆様、どんな仕事を高齢者支援課がやっているかという事務分掌というのをな

かなかお見せする機会がないので、それぞれ介護保険係、高齢者支援係、地域包括支援

センターの事務分掌等をこちらで確認いただければと思います。 

 以上でございます。 

【林会長】 

 ありがとうございました。何か質問はございませんか。 

 それでは、次に進みたいと思います。次に検討部会の報告です。５月７日の水曜日に

検討部会が行われました。前回の運協までに出された一般施策についての疑問点に対し

て事務局より資料を提示してもらい、国が提唱する新たな総合事業の整備に必要な方向

性を検討いたしました。 

 その検討内容につきまして、副会長の新田委員から報告していただきます。 

【新田副会長】 

 資料が６９です。そして今回検討部会に提出されました６２というのを見ながら説明

させていただきます。 

 今回の検討部会も前回に引き続きまして、もう少し高齢者サービス等についてなかな

か足らないところがありましたので、それを見直すということも含めて行ったわけです

が、この６２の資料で見られますように、この高齢者サービスの開始理由・経過等が今

回の１つの課題でございまして、例えば６２の資料で高齢者入浴支給事業は昭和６３年

です。寝具乾燥消毒事業、平成１２年。平成１２年というのは介護保険開始のときだと

思ってください。そして、その１２年の開始後の外出支援サービスは平成１４年です。

開始後２年目。そして、その次のふれあい牛乳支給事業というのは昭和５５年からでご

ざいます。あと、ここにあるのは借り上げ住宅等、住宅政策、平成元年という話で、も
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う一つは高齢者緊急通報システムが、昭和６３年からでございます。あと認知症徘徊高

齢者が介護保険開始時。自立支援住宅給付事業、これも介護保険に合わせて行われてい

ます。あと日常生活用具給付事業もそのとおりでございます。この次の老人福祉電話、

昭和４９年でございます。デイホーム事業ですね、ごらんのとおり。中身については後

から確認しますが、シルバー学習講座利用助成事業が平成２年。それから保養施設利用

助成事業が平成元年。高齢者入院見舞金ですね、これが昭和６２年。老人性白内障特殊

眼鏡等購入の支給、平成５年。これちなみに包括で、都の包括事業の１つでございます。

住宅費助成事業は平成２年。介護予防デイサービス事業、平成元年。介護予防ショート

ステイ、平成５年。おむつ給付事業は昭和６３年ということで、こうやって見ると時代

とともにそのときに何が考えられたかというのは、ある意味でわかりやすくなっており

ます。 

 そして、その支給の制定経過というものがあります。その制定経過と、これここで

一々話すと時間がかかりますので話しませんが、例えば平成１２年、ここで分けるのは

平成１２年の前に行われた事業と、そして今回、平成１２年介護保険が開始後に行われ

たものの検討が重要かというふうに認識しております。 

 それで介護保険事業後に行われたのは、介護保険では賄えない、前は特定高齢者と言

われた、いわゆる老健法の健診にて介護特定高齢者と区別する、そこに認定するわけで

すが、その対象者に対して行われた事業です。 

 そして、それ以前の話です。以前の話を今回、総合支援事業の中でどのように組み入

れるのか、あるいは廃止するのかがやはり重要な課題だろうということで検討させてい

ただきました。 

 その要点のまとめが資料６９のまとめでございます。まず第１、１番目です。高齢者

サービス開始理由・経過等についての意見で、介護保険制度以前に開始された施策が多

く、施策が開始された当初の意味合いが失われているものもあるということでございま

す。そして、ある意味で完全に見直して、文章を変えて、目的に合った、合目的的です

ね、にすべきであると。 

 やはり、市としてかつて前に行われた、このまま市民の皆様に同じ目的だと言われる

のは、やはりこれはまずいよと。新しく必要なものであれば新しくしっかりとした文章

をつくって新しい事業に転化するということでございます。 

 例えばふれあい牛乳支給事業、５５年があります。６２の資料でございますが、ひと

り暮らし、高齢者の孤立感の解消、栄養補給の助長も含めて高齢者の地域融合を図るこ

とにより、生きがいや希望を日常生活に見出すための事業として制定したと。そこの次

に毎日牛乳等を配達する（ただし、要綱上は「毎日」となっているが週３回、（月水金

または火木土）に２本牛乳等を配達するものである。）と。配達時に声をかけ、安否を

気遣う。その後、やはりこういった考えというのは、平成１０年「国立市ふれあい牛乳

支給事業」に改正して実施する。週３回に１本牛乳等を配達すると。実態として、配達

時に声をかけることはまれであり、牛乳瓶等が放置されていないかどうかを安否確認の

基準としていたので実態に即した改正を行う。この時点でもう既に実態とはかけ離れて

いる。ただ、検討部会の委員から１人でしたか２人、たまたま声をかけてもいなくて救

急隊ですか、お世話になった人がいると。そのような報告も受けております。 

 ただし、この介護保険運協に食事配達の問題もきちんと言われたように、やはりこの

ままで事業を継続するのはまずいだろう。新しい事業として組みかえていく必要がある

んだろうということであります。 

 ２番です。平成２５年緊急通報システム安否確認の内訳についての意見ということで、
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一次予防システム、これが安否事業と緊急通報システムですね。これはこれで行ってた

と、これはこれで広く案の中に反映されていて、あとでこれの結果も出てたんでしたっ

け。ですね。 

【事務局】 

 はい。 

【新田副会長】 

 はい、わかりました。そのことに対して、資料の６３になります。平成２５年度緊急

通報システム安否確認内訳ということで、これがかなり結構利用されていて、人数、総

数名５,０１６名です。そこの中で正報総数って何のことでしたっけ。 

【事務局】 

 正報総数は、緊急通報システムの緊急ボタンを押したことによる通報及びペンダント

を押したことによる通報を指しております。 

【新田副会長】 

 ５,０１６のそれ以外は、ボタンは押していないということですかね。どういう意味

ですかね、そうすると。正報総数が５,０１６じゃないんですか。 

【事務局】 

 横の人数はその月に登録してある人数でして、下の合計ですが……。 

【新田副会長】 

 わかりました。 

【事務局】 

 はい。 

【新田副会長】 

 了解です。人数があるんですが４０７名登録、これ５,０１６登録メンバーです、総

登録メンバー。月々に平均すると大体４０７、４０２にとかそういう数字で、この中で、

例えば４月であれば１人が通報したということですね。 

【事務局】 

 はい。 

【新田副会長】 

 わかりました。その１人は４月の場合救急車搬送されておりますと。５月になると

４名、そして緊急搬送が２名、以外搬送、以外搬送ってどういう解釈でしたっけ。 

【事務局】 

 救急車や、例えばタクシーで。 

【新田副会長】 

 あ、そうだ、はい。これ言葉がわかりづらいね。以外って何なんだろうね。出すとき

には、これまた変えましょうね。わかりやすい言葉にしたほうがいいですね。 

【事務局】 

 はい。 

【新田副会長】 

 という数字でございます。そして、例えば８月あたりになると正報総数１２名で緊急

搬送は９名、搬送なしが１名、介護介助というのが２名です。これ、例えばどういう人

か皆さんに説明してくれますか。介護介助というのは。 

【事務局】 

 例えば、ベッドから落ちてしまって、自分ひとりで動けないのでどなたかに介助に来

てもらえればそれで問題ないという。 
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【新田副会長】 

 はい、ありがとうございます。結局、救急車呼ばないで介護だけで十分だったという

人です。そして９月にもそのような方がいます。もちろん搬送なしも１人ですね。ある

意味でこれが緊急通報システムとしてこのように機能していると。機能しているだろう

というふうに想定します。 

 そこで新しい発想、いわゆるここの資料のまとめに入りますが、安否確認内訳につい

ての意見で、例えば国立として一次予防システムと二次予防システム、２４時間型介護

がこれから地域包括の中で必要だろうという概念を持つべきじゃないかと。例えば、緊

急通報すれば全てが救急車というのはあり得ないし、高齢者に対してそれはないだろう

と。ということは、一次システムとして特に２４時間型の介護があって、二次予防シス

テムを訪問看護ステーション等がですね、さらに必要であれば救急搬送というそのよう

なシステムをこれから考える必要があるかという提案を出しております。 

 ３番目のＮＰＯの聞き取り状況についての意見でございます。これは資料６４からで

ございます。例えば、何ゆえにＮＰＯの聞き取り状況についての議論を行ったかという

ことで、①でございます。新しい総合事業に必要な事業をつくるということでございま

す。総合支援事業がおととい国会で通りましたが、例えば、そこに対して新しく、ＮＰ

Ｏボランティアもかなり批判はされておりますが通ったわけで、私は、貴重なヘルパー

さん、重要なメンバーなので、そこをもっと重要なところに投入して、これはこれでＮ

ＰＯですけれども、需要体制、供給体制があるかという、そういうことを調べたもので

あります。 

 それで、例えば新しい総合事業は、いわゆる総合支援事業の国の話でございますが、

そこの皆さんに思い出していただくのは、今までの通所型、訪問型の新しい総合支援事

業の通所、訪問型という２つの紋切り型のものがありましたが、それだけではなくて、

何となく通所、訪問型という上から目線のような、お世話するような話ではなくて、生

涯学習型とか社会参加型の概念を取り入れたらどうだろうかねと。そこで10ページ以降、

ＮＰＯ等がどこまで可能かどうかということを検討するという話になっております。そ

してそれをどこが、例えばＮＰＯ、例えばでございますが、何年度（２９年度リミッ

ト）に実施する事業計画を立てると。そのためには、実態としても予防事業対象者、こ

れはもう明確に数字が決まっていまして、あと、要支援１も決まっております。その方

たちが新しい総合支援事業に対してどのようなことで参加していただく、先ほどの社会

参加型、学習型とかそうですが、していただくかということでございます。それがこの

６４からの資料でございます。聞き取りを行う、これは誰か簡単に説明できますか。 

【事務局】 

 資料の６４なんですが、新しい総合事業を考えるときに、まず今、実際やっているＮ

ＰＯでだとかボランティアの方々の取り組みをということで、こちらのほうにあります、

それぞれ聞き取りをさせていただいた内容があります。 

 最初のところがＪＩＳＳＥＮ健康・スポーツ栄養インストラクターということで、介

護予防事業教室みたいな、そういったところで運動だとか栄養のプログラムを大学のほ

うで実践しますよと。日野の取り組みがあったのでそれを紹介していただいたところが

あります。 

 ６４の資料をめくっていただきまして、２ページ目は国立市の観光まちづくり協会と

いうところでやっている活動についての聞き取りをしました。こちらはイベント事業、

ウォーキングだとか、ひまわりプロジェクトということで小学生、中学生と一緒にひま

わりを植えてというような活動をしている。こういうところに高齢者も介護予防として
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参加できないかというお話ですとかをいただいております。どちらかというとイベント

事業をやっていらっしゃるところでした。 

 ３ページ目がカサムシカさん。こちらは実際カフェ事業をされているところでありま

して、中のところでやっておりますが、カフェに自由操業ということで月から土曜日に

やっております。 

 あとそのほかにも、そこの場所、サロンを貸し出ししていろいろ音楽の教室ですとか

編み物教室とか、あとマージャンとかもやっているような、そういった教室をされてい

るということと、あとリサイクルバザーの事業をやっていたり、あと、ほっとサービス

事業ということで、会員同士の困り事を支援ということでごみ出しとか、それこそ電球

の取り換えとかということを、これから少し軌道に乗せていきたいということで、まだ

実践のほうは１件ぐらいしかないというお話をされておりました。 

 ４ページ目に行きますと、こちらは、くにたちすってきさん。こちらはＮＰＯのとい

うことで聞き取りに行かせていただいたんですが、こちらの事業所者さんは、介護保険

の訪問介護サービスもやっておられますし、自立援助サービスですとか障害者の方の支

援もしているというところで、実際の今の活動についてのこういった方をケアしている

だとか、なかなか朝、夕の要望があってもサービス提供に限界があるということで、今

の実働人数ではというお話等もお聞きしました。もっと地域にも貢献していきたいとい

うコメントもいただいております。 

 最後の５ページ、６ページ目なんですが、こちらが、くにたち富士見台人間環境ステ

ーション、ＫＦというところで、一橋大学の学生さんが活動をしておられます。ここの

活動が、もうかなり１０年前ぐらいからやっていて、ただ取り組みとしては、いろいろ

と参考になるようなお話もありまして、まず「ここたのナイト」というそこの場所に自

由に行って、自由というか月１回来て、自分の話をしたりとかということで集まれる場

づくりですとかをやっていたり、「うたごえ喫茶」も今やっていて、かなり毎回四、五

十人の方が来ておられるとかという教室をやっていたりとか、あと商店街と共同でイベ

ント等もやっていたりします。そういうところです。 

 ６ページ目のところで、実際に学生さんのほうが生活支援のところを１０年前ぐらい

にやっていまして、買い物サポーター、ごみ出し、電球かえというのを団地の方々に声

かけをしてやられたんですが、１年ぐらいで終わってしまったと。１回３００円を取る

形でやったんですけれども、実際の声としては、買い物というところでは富士見台第一

団地だったので、あそこは比較的スーパーだとかいろいろなお店があるので、あまり利

用がなかったということもありますし、あとごみ出しについては依頼は少なかったんで

すが、学生さんなので同じ時間に継続してやっていくというのがなかなか引き継ぎも難

しかったという声ですとか、電球かえの依頼は、訪問すると電球かえ以外にもいろいろ

とお願いをされてしまったということがあって、実際には要望も少なかったというのが、

富士見台第一団地が１０年前ですと、皆さん、今の年齢より１０年若い年齢で住まれて

いたということなので要望も少なかったのかなというような、今のが１０年後、今です

ね、また要望があるのではないかということで、ニーズ調査等もしたほうがいいのかな

なんていう話は一緒にさせていただきました。 

 ということで、簡単にですけれども聞き取りをした状況を報告させていただいたとこ

ろです。 

【新田副会長】 

 ありがとうございます。まだまだおそらくＮＰＯ等の組織はかなりあると思いますが、

今のところこのような聞き取り調査をした上でどうするのかという、もちろんこれはＮ
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ＰＯというのはある意味雑駁な組織で、それが先ほどの介護予防対象者要支援１の要請、

これは馬塲さん、おおよそ何名でしたっけ。 

【事務局】 

 認定がついている方でおおよそ８００名ほど。実際にサービス利用をされている方は

その半分程度。 

【新田副会長】 

 ４００と。介護予防対象者を入れるとかなりの対象人数になりますね。要介護認定、

全部で高齢者があれですか、２,０００名近くなるわけですよね。 

【事務局】 

 はい、そうです。 

【新田副会長】 

 はい。これ明確な数字は、また出していただきますが、そのメンバーをきちんと先ほ

どの３番の１の生涯学習型、社会参加型、あるいは従来の少し延長線上に地域訪問型に

分ける、中に入っていただく組織として、やはりまだ全然足りないです。その意味で、

今度はその組織と同時に小学校区あるいは中学校区レベル、これそのものが地域包括の

メーンテーマでございますから、国立を埋める作業です。そこまで使った地区に、そこ

にどんなコーディネーターをする人がいて、どこをどうしなきゃいけないかって、そう

いう地域づくりが１つずつつくられなきゃいけないという大きな課題が我々に課せられ

ていると思っていただければと思います。 

 そして、それは単にサービスをするだけではなくて、もう一つは若い人たち、若い人

たちって何歳までいうのか別として、やはり生きがい就労という就労を含めて、いわゆ

る有償ボランティアを含めて、その場の就労づくりも別の枠組みでつくりながらという

ことの意見もありました。 

 ４番目に入りますが、食事サービス事業に関するアンケートということで出ておりま

すが、これは食事サービス、今配達支援が行われておりますが、そのモニタリングです

よね。それがまだこれからのことですが、今そのアンケートが出されております。これ

についてもアンケートにご意見いただければという感じであります。 

 そして、もう一つは、そのアンケートするのに、ただアンケートじゃなくてどうなっ

ているのかと。皆さんもご記憶だと思いますが、やはり食事配達の方を地域包括、モニ

タリングをしていくということも少しあのとき議論されたと思いますが、そのことも含

めてアンケートの中に入れ込んでいったらどうかという話になっております。 

 ５番の介護に関するアンケートということは何かというとですね、これは対象者が要

支援１でしたっけ。 

【事務局】 

 はい。 

【新田副会長】 

 現在要支援１でいろいろな、例えば在宅の支援を受けたり、通所に通ったり、そうい

う方たちがいらっしゃるわけでございます。その方たちが今後、総合支援事業に移行す

るわけで、今まではサービス事業者、どういう体制をつくるかということでございまし

たが、もう一つは、利用者側から市民側から見た目線でどのようなものを皆様が考えて

いるかと。両方をですね、双方で分析をして次の方策に持っていくという意味で、介護

に関するアンケートということでございます。 

 以上です。 

【林会長】 
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 ありがとうございました。検討部会の報告をしていただきましたが、今の報告につき

まして、何か、ご意見、ご質問ありますでしょうか。 

 最後の介護に関するアンケートについては、本日の議題の４番目で検討いたします。

いかがでしょうか。宮本委員。 

【宮本委員】 

 １つ気がついた、特養のほうに見学に行って気がついたんですが、月一、二回、特養

だけではなくて、高齢者のために理容ですね。床屋さんが定期的に来ていると思うんで

すが、これは在宅では、理容店に行けない人に対して訪問していただいてやってもらえ

るようなサービス事業はお考えなんでしょうか。 

 できたらカットだけでも、在宅でやはり、ふだん自分から行けない人がいると思いま

すので、そういう事業があったらなと思いつきました。 

【林会長】 

 ありがとうございます。これは事務局、どうなっている……。あ、じゃあ新田委員。 

【新田副会長】 

 １０年前から、私の在宅患者は、個別に理容を何カ所かお願い、在宅可能な利用者を

つくりましてやっていることはやっています。 

 ただ、あれは洗面器とうまいことやらないとなかなかいろいろなあれがありますので、

少しテクニックが必要で、皆さんにヘルパー免許を取っていただいてやっているという、

そういう状況はあります。それを市の政策にするかどうかはまた別の話でございますが、

現実は１０年前からやっています。 

【宮本委員】 

 それをもっと広くですね、そういうサービスもあるよということで、市のほうで……。 

【林会長】 

 事務局のほうで何かありますか。 

【事務局】 

 市での施策ではないんですが、民間で２カ所程度ですかね、この辺だと、あって、そ

ちらを紹介しているのが現状なので、さらにそういったサービスもありますということ

で候補を広げるというふうになろうかなと、今のところは思っています。 

【林会長】 

 川田委員。 

【川田（キ）委員】 

 今、宮本委員から、その訪問理容とか、訪問カットということなんですが、一定の、

さらに手広くではないんですけれども、ご利用者で希望のある方はやっているところも

あって、例えばコスモスのほうでも、そういう美容師でヘルパーの免許を取った人が行

っているという形はとっていますけれども、それはヘルプとしてではないんですが、き

ちんと資格を持った人が行っているという実態はあります。 

 ほかの美容師さんでもそういう訪問をやっている方もいると思うんですが、市の施策

になるかどうかは、ちょっとまた別の問題ですけど。 

【林会長】 

 ありがとうございます。ほかの点で、何かございますでしょうか。川田委員、どうぞ。 

【川田（キ）委員】 

 すいません、ちょっとおくれて来て申しわけありません。 

 この２５年度の緊急通報システム安否確認内訳のところで、応対あり発報数というの

は、どういう……応対。ここの後ろのほうにちょっと理由がわからなかった。応対あり
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発報数というのは、事務局のほうから何か。 

【林会長】 

 事務局、お願いします。 

【事務局】 

 はい。応対あり発報数ですが、こちらはお伺い電話にご本人が出た数を指しておりま

す。ですので、月の横の人数より少なくなってしまっているんですけれども、例えば入

院ですとか、短期の老健に入っている方ですと出られない場合がございますので、ちょ

っと人数が少なくなっているという現状はございます。 

【川田（キ）委員】 

 月１回は、安否確認の電話をかけるということなんですね。 

【事務局】 

 そうです、はい。 

【川田（キ）委員】 

 そういう意味ですね。 

【林会長】 

 ほかにいかがでしょうか。では、次に進んでよろしいでしょうか。 

 では、次の議題は、第６期事業計画についての国の動向であります。私たち運協では

言うまでもないことなんですが、介護保険事業計画の策定評価に関する調査、審議が焦

点のひとつであります。として、これまでも事業計画にまつわる制度改正について事務

局より情報提供を受けてきました。 

 今回は、今回把握されている最新の情報を事務局から説明してもらいます。それでは

事務局、お願いします。 

【事務局】 

 はい。それでは、資料ナンバーの６７をごらんください。こちらは、先日東京都から

事業計画策定についての説明会があった際の資料からの抜粋でございます。基本的には、

事業計画の策定に当たっての大まかな考え方を示すような資料とお考えいただければと

思います。法的な根拠であるとかそういった説明資料もある中で、今回一番わかりやす

い資料としましては、資料ナンバー６７の２ページ目の下段にございます、第６期計画

のポイント（市町村）という、こちらの資料が一番わかりやすいですね。今後、介護保

険運協で諮っていただくような内容についてまとめたものになります。 

 これのほかの、例えば３ページの上段にあります都道府県といいますのは、市町村の

事業計画に基づいて都道府県がまとめていくような内容ということになっておるんです

が、こちらの２ページ目の下段の部分が、市町村の事業計画策定に当たってのポイント

ということになります。 

 まず①として２０２５年のサービス水準等の推計というのがございます。これは、以

前にも一度こちらの運協の全体会の中で説明させていただいたことがございますけれど

も、２０２５年といいますのは、いわゆる団塊の世代の方が後期高齢者になっていく年

でございます。その時点でのサービス水準というのがどれぐらいのものになるかを、第

６期事業計画の中で推定値を出していくということが国から提示されている事業計画の

ポイントが、まず第１点目ということになります。 

 これは現状では、それだけ先のことがどれだけ水準が上がるかというのはわからない

のではないかといったようなご意見も前回いただいておりますけれども、現状のままで

いったらどうなるのかという形で出していくのではないかと、今のところ考えられてい

ます。 
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 ただし、この第６期計画のポイントとありますのは、タイトルのすぐ右側の下のとこ

ろに小さく注意書きがあるんですけれども、今後の法案審議の動向により変わる場合が

あるというふうにございますので、現在の時点でも、まだこれから先変わっていく可能

性はあるということをご留意いただければと思います。 

 次に、②番として、在宅サービス・施設サービスの方向性の提示とございます。第

６期事業計画では「地域包括ケア計画」という位置づけということになっておりまして、

地域包括ケアシステム自体を確立すべく取り組んでいく、第５期事業計画からの流れの

中でどのように在宅サービス、施設サービスを組み合わせていくかということが議論さ

れていくことになるんですが、これを在宅サービス、施設サービスをそれぞれの地域で

今後どのような方向性で充実させていくか、地域の特徴を踏まえて中長期的な視点を持

って、各保険者として方向性を提示するという、方向性の提示ということが示されてい

ます。ですので、国立市としてはどのように在宅サービスを整備し、どのように施設サ

ービスを整備し、全体としてはどういうふうに地域包括ケアシステムを構築していくの

かということを、国立市としての方向性というのを考えていくということになります。 

 ここの後半に書いてあるんですけれども、その際には７５歳以上、つまり後期高齢者

の人数であるとか、それから認知症高齢者など医療と介護の両方を必要とする人の増加

に対応し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス及び小規模多機能など

の普及が重要ということが追記されております。 

 そして③番として、生活支援サービスの整備というのがございます。これがここ何回

かの運協で皆様方にいろいろご意見を頂戴している、いわゆる一般施策と言われたり、

高齢者支援施策と言われたりしている事業についての整備ということで載っています。

日常生活上の支援が必要な高齢者が地域で安心して在宅生活を継続できるよう、ボラン

ティア、ＮＰＯ、協同組合等の多様な主体による多様な生活支援サービスを充実強化す

るための取り組みを記載する。 

 平成２９年４月までに新しい総合事業を開始し、介護予防訪問介護及び介護予防通所

介護を第６期中に事業へ移行することを踏まえ、コーディネーターの配置などにより、

地域づくりを積極的・計画的に進めることを期待とありますけれども、これは、先ほど

検討部会でも検討していただいておりますし、前回までの全体会の中でもいろいろご意

見を頂戴している予防訪問介護、予防通所介護のサービス提供のあり方を見直して、地

域支援事業の中に位置づけられる新しい総合事業に移行していくということでございま

す。それに当たって、どのようなサービスが必要であるのか。どのようなサービスであ

れば提供が可能であるのか。それを提供可能にするためにはどのような受け皿を整備し

ていかなければいけないのかというところが、これから皆様に議論をしていただいて、

ご意見を頂戴して、我々も取り組んでいくところになってまいります。 

 そして④、医療・介護連携・認知症施策の推進。新たに地域支援事業に位置づけられ

る医療・介護連携の機能、認知症への早期対応などについて必要な体制の整備など、各

市町村の第６期における取り組み方針と施策を示す。第６期期間中に取り組み可能な市

町村から順次具体的に実施とあります。医療・介護の連携、これにつきましては国立市、

現在も取り組んでいるところでございますが、認知症施策、これについても今、取り組

んでいるもの。それのほかにも認知症の初期対応チーム等の確立とかもございますので、

そういった医療的な支援策との連携というのをどのような形で実現していくのか。そし

て今、行っている事業をどのように介護の事業等々と、あるいは一般の生活支援サービ

ス等々と組み合わせていくのかといったことを推進していくことが、事業計画のポイン

トとして今、上げられております。 
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 そして⑤として住まいとあります。高齢者の日常生活の支援や保健・医療・介護など

サービス提供の前提となる住まいに関して、今後どのような方向性で充実させていくか、

保険者として方向性を提示する。その際、市町村及び都道府県の住宅関係の計画担当部

局、介護保険部局との連携を図るとございます。こちらについては、まだまだ住宅関係

の部局との連携というのもまだ取り組んでいるというところまでいってございませんけ

れども、そういったところで住宅関係の、例えば東京都であれば都市整備局でございま

すし、国立市にも都市計画等の担当部局がございますので、そういったところとの情報

交換や連携を進めていくというところも事業計画に盛り込んでいくポイントとして国の

ほうで第６期計画のポイントを上げております。 

 そして、この資料の３ページ目にございます、３ページ下段には、標準的な介護保険

事業計画の策定スケジュールというのがございます。これは市区町村、都道府県、国と

３つの分野に分かれているんですけれども、我々の介護保険の事業計画は市区町村の計

画策定ということになりますので、これらの左端にあります市区町村の標準的なスケジ

ュールというのはこうなっておりまして、今、私どものところは２６年度のところに入

っていくというところで、ニーズの分析等を標準的なスケジュールであれば取り組んで

いくところもあります。 

 これに基づきまして、後ほどまた説明させていただきますけれども、アンケート等に

ついてもまた考えていきたいと感じております。そのほかの部分、４ページ、５ページ

以降は、事業の枠組みの大まかな説明であったり、あるいは全国規模レベルでの統計、

第５期での保険料基準額であるとか、あるいは２０２５年までの高齢化の状況であると

かいったようなものが示されております。 

 最後の６ページにございますのは、これは国のほうで用意しているコンピューターシ

ステムによる分析例という、あくまでも参考程度ですけれども、こういったものもある

ので自治体によっては取り組んでほしいといったことで資料がつくられておりますけれ

ども、介護保険運協の中で直接に取り扱うところではございませんので、参考までにご

らんいただければと思います。 

 以上でございます。 

【林会長】 

 ありがとうございました。それでは、ただいまご説明いただいた資料ナンバー６７に

つきまして、ご質問はございますでしょうか。２ページの下段が最も重要だと思います。

いかがでしょうか。 

 では、ちょっと私から。３ページのスケジュールですけれども、矢印が上から下への

矢印と、それから国から都道府県を経て市区町村へという矢印と両方ありますが、これ

を見ると、国からいろいろな指示とか情報提供があって国立市までやってくるというこ

とのようですが、これは大体このスケジュールどおりに来ているんですか。国からの指

示というのは。例えば２６年度だと、確定版ワークシート、ワークシートというのは私

はよくわからないんですが、そういう情報提供とか、こういったものは来ているんでし

ょうか。 

【事務局】 

 ワークシート、これは介護サービスの必要な量を試算して、どれぐらいの保険料水準

になるのかということを計算するソフトウエアのことなんですが、現状、暫定版しかま

だ市町村には提示されておりません。先日、第１回目の暫定版のワークシートが配付さ

れたんですが、ちょっとソフトウエアに不具合があるということで、まだまともに動い

ていないという状態でございます。 
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【林会長】 

 はい、わかりました。ほかにいかがでしょうか。 

 では、もう１つ私から。２ページの③生活支援サービスの整備の一番下の行に、コー

ディネーターの配置とありますが、このコーディネーターは介護保険であったらばケア

マネジャーに当たるような、そういう役割でしょうか。ここのコーディネーターは何な

のかというのを教えていただければと思うんですが。 

【新田副会長】 

 いいですか。 

【林会長】 

 では、新田委員。 

【新田副会長】 

 東京都で今、コーディネーター養成事業を２つやっています。そこに当ててくるのか

どうかはわからないけれども、認知症コーディネーターと、もう一つ、例えば豊島区で

もコーディネーター事業をやっていて、それを一緒にして何とかコーディネーターを呼

ぶとか、今、明確なものがないと思います、これは。 

【山路委員】 

 ちょっといいですか。 

【林会長】 

 山路委員。 

【山路委員】 

 これはだから、国が具体的にこれからいろいろガイドラインを示してくる話なんでし

ょうが、多分という話でしかないわけですが、国が今から、もう６年前になるんですが、

地域の「新たな支え合い」を求めてということで、地域福祉の見直しと中身づくりを、

おそらく今回の地域包括ケアを想定して報告書をまとめたことがあったんです。その最

終的な結論が、地域福祉コーディネーターの設置ということを提言しているんです。 

 今回の１つの大きな柱は、今まで繰り返し出てきましたように、日常生活総合支援事

業を地域支援計画の中で市町村が独自に、訪問介護と通所介護が廃止、移行するのを受

けて、新たな仕切り直しでサービス体系をつくるという話になっていますね。そのサー

ビス体系の中に、従来にはない枠組み、例えばＮＰＯ、ボランティア、住民活動を活用

して、例えば今までの介護保険のサービスにはなかったような生活支援事業、今までは

制度の谷間にあるニーズとか何か、そういう言い方をしていたんですが、例えばごみ出

しとか電球のつけかえとか、細々した話までを含めて、この際一挙に、一挙にとまでは

行かないにしても、従来の介護保険でできなかったようなサービスも含めて、しかもそ

れは、従来型の介護事業所に従来の介護報酬でやらせるのは無理だから、それぞれ報酬

設定を市町村独自にして、しかも住民活動団体を組み込んで新たなサービスを提供する

というのが今回の柱になっているわけですが、それをコーディネートする役割だろうと

思うんです。話の中身は。 

 ですからそういう、例えば市町村にきちんと明確に位置づけて配属するのか、あるい

は、今までは地域包括、国立は直営１カ所だけですけれども、ほかの市町村はいろいろ

な委託をしているわけですが、そこのところでこういうコーディネーターを１人置くよ

うな報酬設定にして、スタッフを置くのか。 

 新田先生の言われている東京都のコーディネーター養成はここまでいかないと思うん

です。これはだけど、ほんとうに、今の段階では非常にファジーなんだけど、やらなく

ちゃいけません。行政が直にできるのかという問題もありますから、どういう中身が出
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てくるのか私も注目しているところですけれども、方向性としては、多分そういう意味

でのコーディネーターだろうと思うんです。 

【林会長】 

 ありがとうございます。ほかに何かございませんでしょうか。 

 事務局、お願いします。 

【事務局】 

 今の介護保険改正の法案なんですけれども、厚生労働委員会が先日開催されまして、

そこで新田先生が参考人ということでお話しされたので、ちょっとその動向をもうちょ

っといただければと思うんですが。 

【新田副会長】 

 突然回ってきまして。参考人陳述に行きまして、５名の参考人がいまして、１人は山

崎さんという、介護保険部会長をやっていた方でございます。それで私と、そして医療

のほうからもう１人、病院協会の介護の先生が出ていました。あと、ヘルパーさんの代

表と、服部万里子さんかな、という中で何が行われたかというと、要支援１、２切りと

いう議論が野党側からいっぱい出されました。要支援１、２切りではなくてという今の

枠組みであったわけですけれども、もう一つは、ヘルパーさんを要支援１、２から外す

ということに対していかがなものかという、そのような議論が、野党側の推薦で出てき

た人がそこで陳述をしました。 

 それに対して、それはいろいろ議論があるんですが、一つは、ここでいつも議論をし

ていますように、次の問題は、やはり今、８００万と言われる認知症の問題ですという

ことで、認知症の問題は、皆さんご存じのように、ＭＣＩのレベルから、それは要支援

１、２でございますが、いるわけで、この方たちを含めて介護保険の枠内できちんとケ

アしていくのはもう困難だと。ご存じのように、従来、介護保険は要支援１、２はもう

週に１回ぐらいなんです。サービス、ヘルパーさんが入るということで、あるいはデイ

ですか、そういう介護ということでやってきた。そのことは、これだけの認知症を抱え

てもう難しいだろうという中で、新しく地域の見守り体制が必要で、それがある意味で

総合支援事業と。雑駁に言うと、いろいろ議論ももちろんあるとは思いますが、そんな

ようなことを議論する。 

 そしてもう一つは、もちろん大切な介護者、介護のヘルパーさんでございますから、

その人たちに対しての費用の問題ですね、お金の問題、これもきちんと話されて、これ

はちゃんとつけましょうという話があって、ただし、あれは十何法案の一括審議なんで

す。すごいんです。そういうことで、１つずつを賛成反対するんじゃなく、一括の賛成

反対なのでわーっと決まったという、すごい議論でございますが、その中に全てを盛り

込んだ法案でございまして、それでその中に介護士、ヘルパーさんも含めて費用の問題

を、どこからどのようにお金を出すのかということも中に含まれていたというふうに、

私はそこのところがあまり、熟読してませんけれども、今ここで話すにはまだ足りない

と思いますが、そのようなことも言ってたかのように思われていたというふうには思い

ます。 

 いずれにせよ、我々が今まで議論をしてきた地域包括をいかにつくるかということで、

やはり各市町村が恐れております。ほんとうにできるのかということで、全国もう大変

な広さで、いろいろ、資源も含めてないところがあって、その中でつくり上げる方法は

大変困難さを伴うんだけれども、この法律が通って、それからそのもとに走るしかない

だろうと思います。ちょっと雑駁な報告でございますが、突然で、申しわけありません。 

【林会長】 
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 ありがとうございました。いかがでしょうか、何か質問、ご意見は。 

 山路委員。 

【山路委員】 

 どうぞ。あ、私でいいんですか。 

【川田（キ）委員】 

 どうぞ、マイクを持っているから先に。 

【山路委員】 

 持ちたくて持っているわけじゃないんですよ。（笑） 

 最後のところの、これも、後ほど雨宮部長からもお話しいただきたいんですが、やっ

ぱり市町村ができるのかという話ですね。そこら辺は、もう少しほんとうは国会の中で

も議論をして、国がどこまで、国といっても厚生労働省になるんですが、きちんと、ガ

イドラインの出し方とか面倒の見方とか、それを受けてほんとうに、２０００年のとき

に介護保険をやったときと今回の場合に違うのは、２０００年のときの介護保険は市町

村が保険者だからやらざるを得なかったんだけど、ただ、枠組みはきちっとしていたわ

けですから、新しい図ができて、どこまでやるのか、どこまでやらなくていいのかとい

う、まさに法律の範囲内の話だったのが、今回の場合はファジーな部分が含まれていて、

中身づくりは市町村に委ねられる部分が非常に大きいので、そこのところを、だけど、

ほんとうにできるんだろうかという詰めた議論を、本来は、もう今さら言っても、これ

から議論をしてもなかなか難しいんですが、今の形で市町村にいくらガイドラインをつ

くって委ねるといっても、ほんとうにばらつきが出るんじゃないかと思うんですが、そ

この議論が非常に不足してましたね。 

【新田副会長】 

 雨宮部長の前に一つ。私がその意見陳述で述べたのは、実は、各市町村がつくった介

護保険運協の指針というのは、ほとんど業者が来てつくったものなんです。業者が来て、

ずっとつくって書く、みんな、同じようなものです。その意味で国立の、わざと中身を

見せました。だから全国にばらまかれたんですが、こういうような議論をして、こうい

うようなことがあって介護保険運協で議論をしてそうなったんだと。次回に対してとい

う、それに対しては大変評価をされて、全国でも同じように、どこかにばらまきではな

くて議論をして、それぞれの町の特徴あるものをつくってくれという、そのようなとこ

ろはオーソドックスな話ですが      。 

【事務局】 

 ご指名でございますから。今週ですかね、２６市の高齢福祉所管の担当部長会という

のがありました。今年度１回目ということだったんですけれども、そこで、やはり今回

の改正というのは、平成１７年の改正、いわゆる１８年に医療法が入った、それにほん

とうに匹敵、まさる、それ以上の改正になるだろうということで、我々市町村あるいは

保険者の負担は相当なものであろうということが出ています。 

 その中で、今出ているのが、東京都下としてばらついた対応はちょっとあまり好まし

くないんじゃないのみたいな提案が実は出ています。 

【山路委員】 

 それは東京都から出たんですか。 

【事務局】 

 ではなくて、市町村側から出ています。要は、瑣末と言ってはいけないかもしれない

ですけれども、何で隣で出来てうちは出来ないんだみたいな話が実際は出てくるだろう

ということがありました。 
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 ただ一方では、サービスを提供されている事業者の方々からすると、事業者の方に委

託をするという前提があるとすると、サービスの提供地域は、国立に事業所があれば国

立、立川、国分寺というような形で大体サービスを提供されているという形になります

ね。そうすると、こっちではやっていてこっちではやっていないみたいなところは、事

業者の方々から見ると非常に煩雑になるなみたいなところもあろうかなとは思っていま

す。 

 ちょっと具体的にあまり申し上げられない部分もあるんですけれども、２７年度から

すぐやりたいみたいな意向を示している市も実はありまして、それは相当無理じゃない

のみたいな意見も出ていたりしていますが、まだそれは、先ほどあったように、ガイド

ラインが示されていないということもありますので、やはりそれを見ざるを得ないだろ

うと。そこを見てから検討するにしても、２７年度早々というのはかなり無理があるだ

ろうなと。全部、今までと同じ形で事業者の方に委託をするという、かなり乱暴と言っ

ていいかどうかわかりませんけど、そういうやり方をすれば可能かなとは思いますが、

それではやはり改正の意味合いにそぐわないかなと私は個人的に思いますので、そこは

じっくり時間をかける必要があるだろうなと思っています。 

 この間、皆様方にご検討いただいています高齢者一般施策も含める中で、やはり総合

的に検討していただく必要があるだろうと思っていますし、介護保険はほんとうに地方

自治だ、自治事務だということがありますので、まさにそのことが我々に今度は問われ

ていくんだろうなと思いますので、与えられた枠組みの中で皆様方のお知恵もおかりす

る中でやっていくしかないんだろうなとは思っております。 

 以上でございます。 

【林会長】 

 ありがとうございました。 

 では、川田委員。 

【川田（キ）委員】 

 この前、国会で厚生労働委員会で通ったということで、利用者さんが直接、ほんとう

に不安になっているんです。要支援で予防で週１回ないし２回から３回入っている人が

いるんですけれども、ほんとうに来なくなっちゃうのと。そうしたら私はどうするんだ

ろうと、そういう、ものすごく混乱しているというか、利用者さんにとってはほんとう

に大変なことなんです。 

 あとは、事業所としても、今、国立市では予防が８００人認定されていて、４００人

の方がご利用されているという形は、雑駁、さっき報告があったんですけれども、そう

いう方たちが地域で生活していく、安心して生活できるように、やっぱりこれからの地

域支援事業をほんとうに詰めてしっかりやらなくちゃいけないなというのは思っていま

す。ほんとうに、さっきも新田先生がおっしゃった、いろいろなところを絡ませてどん

どん国が進めていくということに対してはもちろん、私も危惧を感じて意見も出してい

るんですけれども、ガイドラインがどうなるかわからないというところがあって、この

前、立川市との話し合いの場でも、立川市でもすごく困っているんだけれども、国のガ

イドラインが出ないのでちょっと今は何も言えませんということだったんですが、やっ

ぱり市民の方が困らないような施策を一緒に作ってくれればいいかなという、私の気持

ちですけれども、特に思っています。 

【林会長】 

 ありがとうございます。 

【新田副会長】 
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 いろいろな話があるのは知っておりますけれども、改めて、要支援１、２というのは

２００６年のときに介護予防対象に明らかに移行したわけでございますね。ところが、

やはり私は、介護予防対象の事業としては実際のところうまくいかなかったと思ってい

ます。 

 今の話は生活の問題で、要支援１、２の人が生活の支援をどこまで何が必要なのかと

いうことを明確にしていく。だから、不安云々とか情緒的な問題というよりも、その人

たち、要支援１、２の人は何が必要だったら生活ができるのかということを明確にする

ことが重要というのが一つと、そしてもちろん、その人たちを放置することによって、

平均年齢が８１云々ですから、あっという間に要介護状態になることは事実でございま

す。その人たちに対する介護予防を明確にすることだろうと私は思っています。 

 それで、そのことが、先ほどお話ししましたように、例えば週１回の事業ではもうだ

めだということです、はっきり言うと。それが２００６年の、私は介護保険の大失敗だ

と思っていまして、そうすると、先ほどの検討部会で話した、例えば小学校域で違う、

例えば週１回ではなくて、いつでも皆さんが集まれて、集まることが出来る、またそこ

に行けば何か有意義な、あるいはまずそれが価値があるというような発想を基本的に転

換する。待ってサービスを受けるんではなくて、発想を転換するということがない限り

は、私はずっと続くと思います。 

 なぜかというと、もう、これだけの超高齢社会です。その意味で、例えば高齢者が

「私は不安だ」と言う。不安で当たり前ですね。ひとりで生きて、例えば老老もいるし、

あれって６０％ですから、その人たちが不安ではなくて、その人たちを正確に、ちゃん

と、きちんとどう把握してどうするのか、そこが我々の仕事だろうなと思います。 

【林会長】 

 はい、ありがとうございました。（１：09：13） 

 ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。それでは次の議題、要支援１、２のアンケート案についてでご

ざいます。これは前回、検討部会で出していただいています。資料ナンバー６６がござ

いますが、これを事務局から説明していただけますか。 

【事務局】 

 前回、検討部会で資料ナンバー６１のＡ４、１枚のアンケートというものをまずつく

ってみまして、それでご意見を頂戴したところなんですけれども、まず、せっかくのア

ンケートなので、最初の検討部会で出したような簡素なアンケートではなくて、もうち

ょっといろいろなことを聞いてほしいというご意見を頂戴しまして、そもそも、この段

階的な見直しですね、要支援１、２の方についてのサービスの入り方が段階的に見直さ

れていくということについて知っているのか、いらっしゃらないのかというところから

スタートして、そして、今現在の介護保険サービスの利用の状況について確認すべきだ

というところで、この資料ナンバー６６では、まず問１としまして、その見直しの方向

性が示されているところを、前段の文章で説明してはいるんですけれども、まず、知っ

ていらっしゃいますか、いらっしゃらないですかというところを聞くところから始まっ

て、問２において、介護保険サービスの利用をしていらっしゃるかどうか。利用してい

る方については、その次の問３で、どういったサービスを利用されているのかを、見直

しが予定されている予防訪問介護を利用されている方、予防通所介護を利用されている

方、それ以外の方という分け方をして、各質問に振り分けていくということをやってお

ります。 

 そして、予防訪問介護を使っていらっしゃる方については、まず、問４に進んでいた
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だいて、現在の予防訪問介護にかわる支援事業としてどういった事業が必要だと考えま

すかというところを、簡単ですけれども、選択肢を幾つか用意して質問させていただい

ている。 

 そして、予防デイサービスを使われている方は問５に進んでいただいて、どのような

支援事業が必要かというのを、また選択肢をつくって見ていただいているという構成に

しております。 

 そして、その先の問６では、介護保険サービス自体を利用されていないと回答した方

に、介護保険を利用されていない理由を聞くというような形で選択肢を用意させていた

だきました。 

 そして、問７というところで、最後に介護保険以外の支援でこんな支援があれば自宅

で生活する助けになると考えられるものがあったらお答えくださいということで、幾つ

かの生活支援と言われるようなものを選択肢として用意させていただいて、選んでもら

えれば、あるいは、その他の具体例として挙げていただければというところまで挙げた

ところ、その後、ちょっと私のほうで、金額水準として幾らぐらいまで負担できるのか

というのを聞いてみたいと思いまして、いろいろ選択肢を挙げたものそれぞれに、幾ら

ぐらいまでなら負担していただけますかというのを全部書いてしまって、それがために

ちょっと見にくくなってしまったんですが、そういった金額についての設問というのも

考えさせていただきました。 

 最後に自由意見を書いていただく欄を作成させていただいて、最後、住所、名前を書

いていただくということで、全員がきちっと住所、お名前をお答えいただけるのかどう

かという問題はあるかもしれませんけれども、この住所、氏名を書いていただければ、

地域にいてどういったサービスを望まれている方がいるのかという、高齢者の側から、

支援してもらう立場の側の人からの地域のニーズというのが少しでも推しはかれるのか

なということで、こういった設問を用意させていただきましたということでございます。 

 何分、案という段階でちょっと見にくいところもあるかもしれませんけれども、皆様

からこういった選択肢は考えられないのかといったご意見を頂戴できればと思います。

よろしくお願いいたします。 

【新田委員】 

 月１回とか、日にちとかが……。 

【事務局】 

 そうですね、わかりました。利用頻度について、それも入れさせていただくように配

慮いたします。 

【林会長】 

 ありがとうございました。ご意見をこの後、頂戴したいと思いますが、先ほどの川田

委員のお話や新田委員のお話を聞いて、こうしたアンケートについて考えますと、要支

援１、２の方の生活実態について、より正確に把握しないと、データとして、自分はこ

ういう事業が必要じゃないかという、ちょっと曖昧なことを聞いてもデータとして使い

づらいような気もしてまいりましたが、いかがでしょうか、委員の先生方。 

 川田委員。 

【川田（キ）委員】 

 この問８の負担額というのは１カ月ということ？ 

【事務局】 

 そうですね、１カ月です。 

【川田（キ）委員】 
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 １カ月。ここは継続的にとしか書いてないから、そこはちょっと入れないとわからな

いですね。 

【林会長】 

 関戸委員。 

【関戸委員】 

 ２枚目の問８でちょっとお聞かせいただきたいのが、上記支援策というのは全て問５、

６、７でいいんですか。というのは、問７だけでは違うような気がするんですけれども。

というのは、その時に介護保険でやっているんではなくて、なんていうのか清掃とか、

あるいはボランティアでやっているような事業とか、自己負担金ってどういう位置づけ

になるのかわからないですけれども。 

【事務局】 

 地域支援事業に組み込んでいく新しい総合事業である場合には、自己負担以外のお金

が出るということも考えられますし、もしそれが出なかったとしても、幾らまで負担で

あれば、このサービスあるいは支援を受けたいと考えられるのかというところで、利用

する方の、支援される側の方からの意見を伺いたいと思って、この自己負担額という表

現の仕方が悪かったのかもしれませんけれども、ちょっと考えさせていただきました。 

【事務局】 

 すみません、私、上記というのはここまで全部が上記というふうに考えてしまったん

で、問１から問７まで全部というふうに考えてしまっていたので、そうすると、問８の

表現を、問１から問７までの支援策というふうに直して考えたいと思います。 

【林会長】 

 川田委員。 

【川田（キ）委員】 

 そうしたら、現在、介護保険で利用している人は、例えば今現在、掃除とか調理とか

は予防支援に入るわけだから、すると１カ月幾らというのは、自己負担額が出るんでし

ょう。 

【事務局】 

 はい。 

【川田（キ）委員】 

 自己負担額を書くのか、それとも全額で、だって、ほかのこと、ごみ出し、散歩とか、

話し相手というのは介護保険に入っていないから、その辺、混乱するんじゃないですか、

実際利用した人は。 

【事務局】 

 あくまで、自分が負担する金額は幾らまでだったら出せるのかというふうに考えたの

で、総体としての費用がどれだけ発生するかという観点じゃなくて、私だったら、総体

で幾らかかるからわからないけれども、５００円までだったら出せるとかいうふうな。 

【新田委員】 

 確かに難しい。 

【川田（キ）委員】 

 介護保険を利用している人は、１カ月単位で、１カ月の利用で払うでしょう、

１,２００円ぐらいね。そんな感じで払うから、それだったら、この、お掃除を１カ月

で１，２００円だったら払えるよという考えで言っちゃうかもしれないですよね。予防

給付の自己負担額を書くかもしれないので、だからそこのところ混乱するかなって。 

【新田委員】 
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 そのとおりで、だって皆さん、ごみ出しって幾らか大体想像できないじゃないですか。

と思うんだわ。 

 だから自己負担を、「私はごみ出しで１００円ならっていう意味？」という話だよね。 

【事務局】 

 あ、そう考えてしまいました。 

【新田委員】 

 だから、そこを何か欲しいんですよ。 

【事務局】 

 そうですね、はい。またもう一度練り直して、見ていただくようにいたします。 

【林会長】 

 再検討していただきますが、これについてご意見ありましたらば、出していただきた

いと思います。木藤委員。 

【木藤委員】 

 今のこととあれなんで、少しつけ加えたいんですけれども、先ほど会長のほうが言わ

れたように、実態を把握すれば自己負担が幾らまでできるのかということもできると思

うので、逆に、それを知りたいんであれば、例えば本人の収入だとかそこら辺を、これ

は名前がわからない形にして、お住まいは中ですか、富士見台ですか、どちらですかと

いう形にすればできるんじゃないのかなと。今、皆さんが言われたから私も言いません

けれども、１回なのか何なのか、月なのかということも含めて、これはちょっと難しい

のかなと思います。だから、どういうサービスが欲しいというニーズは構わないと思う

んですけれども、それに対して負担というのは、やはり、収入なり何なりを、ご本人の

実態を把握することによって、人によって１００円でも出すのは嫌だという人はいるか

もしれませんけれども、実態として負担できるのかできないのかということを把握すれ

ばいいんじゃないのかなと思います。 

【林会長】 

 ありがとうございます。 

 はい、事務局。 

【事務局】 

 できるだけ早いうちにこのアンケートをしたいと思っていますので、次回の検討部会

までにはまとめたいと思っています。それまで皆さん、ご意見ありましたら今月中ぐら

いに事務局のほうに寄せていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【林会長】 

 はい、ということで、意見、今聞かせていただいてもいいんですが、検討部会、次回、

いつやるか、６月何日でしたか。 

【事務局】 

 ６月９日……。 

【新田委員】 

 ６月９日だったら５月中ですね。 

【林会長】 

 ５月中ですね。ご意見を５月中にお寄せいただければありがたいですが、よろしくお

願いします。 

【山路委員】 

 ちょっと１点だけ。 

【林会長】 
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 はい、山路委員。 

【山路委員】 

 このアンケートの中で、さっき新田先生が言われた介護予防そのものの、いわゆる、

今やられている筋力リハとか何とか対象とか、これはなかなか自分ではわかりにくい話

ではあるんだけれども、しかし、客観的には非常に大事だと。確かに２００６年の介護

予防は失敗したという、ただ、その総括もできていないんだけれども、いずれにしても、

今やっている介護予防のいろいろなメニューがあるじゃないですか。あれについて、も

う少しこういうことをやってもらいたいとか、こういうことをやってもらったほうが自

分には有効だとかいうのを、ちょっと１項目つけ加えてもらったほうがいいと思います。

これは非常に大事なところなので。どこまで有効な答えが期待できるのかはともかく、

それはぜひやってもらいたいと思います。 

【林会長】 

 はい、中川委員。 

【中川委員】 

 これは新田先生と同じなんですけれども、自分たちのデイケアというものをやってい

るんですね。今回、デイケアは、たしかこの要支援の方も、引き続きデイケアは利用で

きると、こういうものですね。私ども、こういう文書がうちのお客様たちに行ったとき

に、お客様はデイケアとデイサービスは同じという感じを持っている方が多いんです。

ちょっと混乱するかなと思って、逆に言えば、うちのお客様に対する説明、法改正にな

る前ですけれども、やっておかないと、本人のためにならないんじゃないかとね。私ら

のデイケア、どっちかというとドクターもいるし、パワーリハ、リハビリスタッフたち

が専属してくれますので、それを国が評価しての支援のデイケアを残すと。これはちょ

っと、アンケート、これはもう別に大丈夫ですけれども、私はちょっと心配しました、

禍根を残さないように。 

【新田委員】 

 説明を加えて入れるかどうかですね。 

【中川委員】 

 別に、入れることはないんですけれども。 

【林会長】 

 ほかにいかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。それでは、事務局から何かありますか。お願いします。 

【事務局】 

 例えば、このアンケートをやるときに、事業者連絡会というのがありますので、そう

いうところにちゃんと情報提供をさせていただいて、なおかつ事業者さんのほうでも、

今、中川委員がおっしゃったように、デイケアに行かれている方々に対しては、市から

こういうのが来るけれどもデイケアは従前どおりですよとか、そういうのもあわせて、

事業者の方にも情報提供をして協力をお願いするというのもあわせてやる中で、少しで

も混乱という部分が抑え切れればいいのかなと思いますので、そういうこともやってい

ければと思っています。 

【林会長】 

 ありがとうございました。ぜひそのようにお願いします。 

 それでは、この議題についてはよろしいでしょうか。 

 では、最後にその他ですが、何かございますでしょうか。事務局からはいかがですか、

その他について。 
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【事務局】 

 次回の日程ということでございますけれども、６月の第３金曜日、２０日を予定して

おりますので、皆様の予定のほう、ぜひ合わせていただければと思います。よろしくお

願いいたします。 

【林会長】 

 それでは、今日はこれで終わりにしたいと思います。どうもお疲れさまでした。 

 

－終了－（２０：２７） 


